
   

入 札 公 告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和７年１月７日 

 

                     支出負担行為担当官 

                     参議院庶務部会計課長  折茂 建 

 

 

１．調達件名 

電子複写機（高速コピー機）購入及び保守等 

 

２．調達物品の特質等 

仕様書による。 

 

３．履行期間 

購入にあっては、令和７年３月31日まで。 

保守にあっては、令和７年４月１日から令和８年３月31日まで。 

 

４．納入期限及び納入場所 

千代田区永田町１－７－１ 参議院本館１階 

詳細については、担当職員が指定する日時及び場所 

 

５．入札方法 

(1) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

(2) 入札書の記入及び提出については、別紙「入札において遵守すべき事項」を参照のこと。 

 

６．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条の規定に該当しない者であること。

ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る者については、この限りでない。 

(2) 予決令第71条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和４・５・６年度参議院競争参加資格（全省庁統一資格）において、物品の販売の「Ａ」、

「Ｂ」又は「Ｃ」に格付けされた者、又は、当該競争参加資格を有していない者で、入札書

の提出期限までに競争参加資格を受け、競争参加資格者名簿に登載され、当該等級に該当し



   

た者であること。 

(4) 支出負担行為担当官等が別に指定する誓約書に暴力団等に該当しない旨の誓約ができる者

であること。 

(5) 参議院から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(6) 各府省庁等から指名停止等の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

７．入札者に求められる義務等 

この一般競争入札に参加を希望する者は、次の(1)から(8)に記す書類を提出すること。 

なお、提出に当たっては１０．(2)を参照のこと。 

(1) 令和４・５・６年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し １部 

(2) 事前見積書 １部 （様式２及び２－２） 

(3) 暴力団排除に関する誓約書 １部 （様式３） 

(4) 指名停止等に関する申出書 １部 （様式４） 

(5) 出荷証明書 １部 （様式５） 

応札物品を納入できることを証明するため、メーカーの出荷証明書を提出すること。 

(6) 応札物品機器構成表 １部 （様式６） 

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様書に基づき導入機器等に関する構成表

を作成し、提出しなければならない。提出された構成表は本院において審査を行い、そ

れに合格した者のみ、入札に参加できるものとする。 

(7) 応札物品のカタログ等 ２部 

(8) 製造元メーカーから保守実施の認定を受けていることがわかる書類 １部 

（製造元メーカーが請け負う場合は、必要としない） 

提出書類に関し、支出負担行為担当官から説明を求められた場合にはそれに応じなければなら

ない。 

 

８．契約条項を示す場所及び問合せ先 

(1) 電子調達システムのＵＲＬ、入札書等の提出場所 

「調達ポータル」https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/ 

〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-16 

参議院第二別館東棟１階 会計課契約係 

(2) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-16 

入札手続関係：参議院庶務部会計課契約係 内山 史也 

電話０３－３５８１－３１１１（内線７４３２７） 

メールkaikei-keiyaku@sangiin-sk.go.jp 

仕様書関係 ：参議院議事部議案課 峯岸 孝江 

電話０３－３５８１－３１１１（内線７３３３６） 

 

９．入札説明会 

特に設けないので、詳細については適宜上記問合せ先に照会のこと。 



   

 

１０．開札までの入札手続等 

(1) 入札資料の交付方法 

        入札説明書は電子調達システムによりダウンロードにて交付する。なお、紙による交付を

希望する場合は、８．(1)会計課契約係において交付する。また、電子データによる交付を

希望する場合は、８．(2)のメールアドレスに連絡すること。その際、メール本文に調達件

名、社名、担当者名、電話番号及び送付先メールアドレスを記載すること。 

(2) ７．に定める事前提出書類の提出方法 

     提出期限：令和７年１月21日 17時 

       提出場所：８．(1)のとおり。メールによる提出の場合は、８．(2)のメールアドレスに提

出すること。 

    提出方法：電子調達システムによる提出、持参、メール又は郵送により提出すること。（郵

送による場合は書留郵便とし、必着のこと。） 

(3) 入札書の提出 

     提出期限：令和７年１月28日 17時 

    提出場所：８．(1)のとおり。 

    提出方法：電子調達システムによる提出、持参又は郵送により提出すること。（郵送によ

る場合は書留郵便とし、必着のこと。） 

    作成方法：持参又は郵送により提出を行う場合、別添の入札書（様式１）及び入札内訳書

（様式１－２）を作成し、封筒に入れ封印し、かつその封皮に氏名（法人の場合

はその名称又は商号）、宛名（支出負担行為担当官殿と記載する。）及び「１月

24日開札［電子複写機（高速コピー機）購入及び保守等］の入札書在中」と朱書

しなければならない。 

(4) 開札の日時、場所 

開札日時：令和７年１月29日 14時 

     開札場所：〒100-0014 東京都千代田区永田町１－11－16 

            参議院第二別館東棟１階 会計課会議室 

 

１１．入札の無効 

本公告に示した競争参加資格の無い者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行

しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

 

１２．落札者の決定方法 

予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

 

１３．その他 

(1) 契約書作成の要否 

要 

(2) 入札保証金及び契約保証金 



   

免除 

(3) 契約手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

(4) 入札の詳細は、入札心得書を参照のこと。 

 

１４．提供様式、資料 

様式１ 入札書 

様式１－２ 入札内訳書 

様式２ 事前見積書 

様式２－２ 事前見積書２ 

様式３ 暴力団排除に関する誓約書 

様式４ 指名停止等に関する申出書 

様式５ 出荷証明書 

様式６ 応札物品機器構成表（提案書） 

様式７ 委任状 

 

資料１ 複写機保守料について 

資料２ 入札等に関する補足説明 


